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特定事業者の

主たる業種

一般廃乗物処理美

該当す る事業

者要件
r 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算 して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算 して3.000トン以上))

戸

V

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 電気使用量の削減及び公共交通機関の利用による燃料使用量の削減に積極的に取り組み、0 8%の 温室
効果ガス排出量の削減を目指す。

推 進 体 制 事務局長を代表者 として設置 している 「「乙訪環境衛生組合地球温暖化防止実行計画」策定に伴 う検討
会」を主体として、本組合における排出量の肖」減に向けた取組 ・点検 ・評価体制を確立する。

年度 ごとの具

体的な取組及
び措置

年 度 備 、対象 、工程等 計 口 内 容

18-19 事務部門
庁舎内冷房の適正化及び軽業の励行や休憩時間の消灯等による節電に取組み、電力

使用量の削減により、温室効果ガス排出量を0 8%削 減する。

温室効果ガス
の排出量等 ジF出区分

基準午反 (美積,

(17)年 度
(こ酸化炭素援算 (1))

日椋 年 度 (計 回 ,

(19)年 度
く二酸化炭素換算 くt))

日け源羊

(計画)
(%)

A事 業所等排 出区分 t t
e/e

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他」F出区分 31,454 t ャ              31,453 t 00 %

排 出合計 ,                31,454 t 2              31,453 t 00 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭栞張算 くt

森林の保全及び整備 (整伸面積) (吸収量) t

府内産の木材 の利用 (利用曇 ) III〕 て削減逮) t

自然エネルギーど禾1用した電
力又は熱の要給

(完電量 ) kwh (削減呈) t

(熱供お量) (肖J激ヨ) t

グ リー ン電力の購入 (購入ヨ) ktth (肖J滋量) t

削減量等合計 t

差 引排 出量

〈,F出合計―高U済等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
ネ1                31 454 t (021…(●3)         31,453 t 00%

特 記 事 項 本組合の平成 17年 度実績における温雲効果ガス排出量は、C02換算値で約31,454トンであるが、そのうち約95%は 、
一般廃棄物焼却によるものであり、本組合のみでの取組により全体の排出量を削減することは困難な状況にある。
よつて、本組合では、一般廃業物処理を除く事務部門を対象として、温室効果ガスの削減に取り組む。
本組合の事務部門から排出される温室効果ガスの排出量は、C02換算値で平成13年度と比較すると、平成17年度実績で
は、92%の 削減を達成 している。本計画では、平成19年度来までに、平成13年度を基準として10%の 削減を達成する
ことを目標とするため、平成17年度を基準として約08%の 削減達成に向けて取 り組む。
なお、廃乗物処理量についても、現在、構成市町との協働により 「ごみ処理基本計画」の策定に取り組んでお り、平
成19年度以降については、廃築物処理量の減量も検討可能となる。

連  絡  先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

と 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入に不要です。

2「 基準年度Jと ltSt画期間の前年度を、 「目採年度Jと は計画期間の濃終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に件い発生する温室効果ガスを、 「輸送車両排出区分J
とは、自動章運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両のリト出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車
両スは旅各車両の排出する温宣効果ノスを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室劾
果 ガスミガスをいいます。
「特記事項Jに は、4「 特記事項Jに は、平成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出よの対比やエネルギー原単位CO排 出量、省エネ製品開発など他者の温宣

効果ガス排出削減への寅献、グリーン調きの採用、特定フコンなどの条例指定外の温室効果メスの肖J弦などを記入してください。


